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評価調査結果要約表評価調査結果要約表評価調査結果要約表評価調査結果要約表 

１．案件の概要 

国名：パラグアイ共和国 案件名：プライマリーヘルスケア体制強化プロジェ

クト 

分野：保健医療－保健医療システム 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：人間開発部 

保健第二グループ 保健第四課 

協力金額（評価時点）：1.42 億円 

協力期間 （R/D）：2012 年 2 月～2016 年 1

月（計 48 カ月） 

先方関係機関：厚生省 PHC 総局、カアグアス県衛生

局 

１－１ 協力の背景と概要 

パラグアイ共和国（以下、「パラグアイ」と記す）では、2008 年 8 月から、保健医療政策「生

活の質と平等な健康に向けた公共政策」のなかで、第 1 次保健医療サービスへのアクセス改善

を優先政策の一つとして掲げた。これを受け、厚生省はプライマリーヘルスケア（Primary Health 

Care：PHC）総局を設置し、「家庭保健」の概念に基づき、地域の予防と治療を包括的に行う PHC

の強化に取り組んでいる。具体的には、人口 3,500 人から 5,000 人に 1 カ所の割合で、医師、看

護師あるいは助産師、准看護師各 1 名程度、保健推進員 3 名から 5 名、二つの USF に 1 名の歯

科医から成る保健医療チーム「家庭保健ユニット（Unidades de Salud de la Familia：USF）」を設

置し、この USF を中心に地域の保健医療サービス改善を図っている。しかしながら、PHC 実施

のための規程やプロトコル・マニュアル、県レベルでの実施体制が整備されていない、USF の

人材への教育・訓練が十分ではない、USF と地域病院等を含めた保健医療サービス機関のなか

で救急対応やレファラルを含めた連携を行うための仕組みが整備されていない等の課題があっ

た。 

このような状況を総合的に改善するために、第 5 衛生行政区

1
（カアグアス県）を対象とし、

USF によって提供される地域保健サービスの強化及びその効果の実証を目的に、パラグアイ政

府は、わが国に支援の要請を行った。国際協力機構（JICA）は、第 5 衛生行政区（カアグアス

県）において、2012 年 2 月から 2016 年 1 月までの 4 年間を協力期間として「パラグアイ共和国

プライマリーヘルスケア体制強化プロジェクト」（以下、「本プロジェクト」）を実施している。

今般プロジェクト期間の半ばを迎えるにあたり、これまでの活動と成果の実績を確認、分析す

るとともに、今後の活動の方向性について関係者の合意形成を図ることを目的とし、中間レビ

ュー調査を実施した。また、2013 年 8 月 15 日をもって大統領が代わったため、新政権における

PHC 実施に対する政策や方針を確認し、上記調査の評価結果を踏まえプロジェクト・デザイン・

マトリックス（Project Design Matrix：PDM）を見直し、協力期間後半の活動計画の見直しを行

った。 

 

１－２ 協力内容 

本事業では、カアグアス県において PHC の実施体制を構築し、その経験を踏まえて、パラグ

アイ国全体での実施のモデルを形成することを目的としている。 

                                                        
1
 パラグアイでは、県ごとに衛生行政区として分けて管理をしており、カアグアス県は第 5 衛生行政区となっている。 
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（1）上位目標：プロジェクト対象地域において、母子保健水準が向上する。 

 

（2）プロジェクト目標：プロジェクト対象地域において、USF を核とした保健医療サービス

体制が整備される。 

 

（3）成 果 

1）厚生省において、保健医療サービス（USF を含む）における PHC 体制が明確にされる。 

2）USF の活動地域で、保健医療サービス機関及び行政機関の運営管理実施能力が向上す

る。 

3）USF の能力が向上する。 

4）県レベルにおける救急連絡体制が確立される。 

 

（4）投入（評価時点） 

日本側： 

長期専門家派遣 2 名 

短期専門家派遣 2 名 

機材供与 保健医療機材、研修用機材、事務用機器等（4,658 万 8,025 円） 

在外事業費 1,673 万 7,180 円 

研修員受入れ 本邦研修 3 名、第三国における研修 12 名 

相手国側： 

カウンターパート配置 37 名 

土地・施設提供 厚生省中央及びカアグアス県衛生局の執務スペース 

その他 事務所の光熱費等 

２．評価調査団の概要 

団長・総括 杉下 智彦 JICA 国際協力専門員 

協力企画 大町 檀 JICA 人間開発部 保健第四課 ジュニア専門員 

評価分析 中西 政文 株式会社 JIN 

通 訳 菊池 エリカ 個人通訳 

調査期間 2014 年 2 月 15 日〜2014 年 3 月 10 日 評価種類：中間レビュー 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

成果は、現時点において達成されていないが、種々の活動の進捗が確認されており、プロジ

ェクト終了時における達成が見込まれる。なお、プロジェクト目標及び成果において、目標値

が設定されていないため、または指標そのものの測定が難しいため、達成度の判断ができない

項目があった。そのため、本調査団は、指標を含めた PDM 改訂案を提案することとした。 

（1）成果 1 

厚生省において、保健医療サービス（USF を含む）における PHC 体制が明確にされる。 

1）達成状況：達成されていないが、達成が見込まれる。 

2）成果 1 に関連した活動実績：ベースライン調査は、結果分析を行っている。USF の機
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能マニュアルを見直し、改訂版を厚生省に提出し、承認をめざしている。保健医療サー

ビス統合ネットワーク（the Integrated Health Service Network：RISS）に関する機能マニュ

アルは 2012 年に前政権にて省令として承認されたが、施行されず停滞していた。2014 月

3 月より RISS 委員会活動が再開され再度承認をめざす予定である。周辺 3 県において研

修地方委員会が設置され、研修中央委員会から研修地方委員会への能力強化研修に引き

続き、アルトパラナ県では研修地方委員会から USF 職員への研修が実施され、周辺県へ

の PHC 体制の広がりが認められた。以上の活動実績に基づき、成果は達成されていない

が、活動の進捗がみられ、達成が見込まれる。 

 

（2）成果 2 

USF の活動地域で、保健医療サービス機関及び行政機関の運営管理能力が向上する。 

1）達成状況：達成されていないが、達成が見込まれる。 

2）成果 2 に関連した活動実績：PHC に関する既存のプロトコルの見直しを行っている。

市レベルの保健政策・年間計画・資金計画はこれまで策定されていない。保健医療サー

ビス活動モニタリングシートはカアグアス県において運用が始められている。以上の活

動実績に基づき、成果は達成されていないが、活動の進捗がみられ、達成が見込まれる。 

 

（3）成果 3 

USF の能力が向上する。 

1）達成状況：達成されていないが、達成が見込まれる。 

2）成果 3 に関連した活動実績：USF の能力向上を目的とした研修が始まっている。研修

委員会が設置され実施体制を整えた。継続研修のための六つのガイドラインと教材を作

成した。研修中央委員会は、マニュアルと教材の作成や研修実施の準備を、独力で行う

ことができるようになった。研修受講者の理解度の確認はこれまで行われていないが、

研修モニタリングガイドの作成が開始された。成果は達成されていないが、研修実施の

ための条件が整い、研修は実施され始めている。以上の活動実績に基づき、今後成果の

達成が見込まれる。 

 

（4）成果 4 

県レベルにおける救急連絡体制が確立される。 

1）達成状況：指標の目標が設定されていないため、達成度の判断は困難である。進捗に

は遅れがみられる。 

2）成果 4 に関連した活動実績：院外医療救急サービス（Servicio de Emergencias Médica 

Extrahospitalaria：SEME）やカアグアス県庁と協議・調整し、救急調整センター設置のた

めの支援を行っているが、体制はまだ整備されていない。現在 4 台の救急車が調達済み

であり、配車待ちである。加えて、厚生省によってカアグアス県の地区病院の運転手を

対象に研修が実施された。 

 

（5）プロジェクト目標 

プロジェクト対象地域において、USF を核とした保健医療サービス体制が整備される。 
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達成状況：指標が入手不可能、もしくは目標値が設定されていないため、達成度を確認

することができないが、中間レビューの時点において、プロジェクト目標は未達成であ

ると判断される。 

 

３－２ 評価結果の要約 

（1）妥当性 

本プロジェクトの妥当性は高い。 

1）政策・方針面： 

現パラグアイ政府は、貧困削減を大きな政策の柱として位置づけており、PHC はそ

のための重要な戦略となっている。厚生省の方針においても、PHC の実施を優先順位

の高い課題として位置づけており、パラグアイの開発政策と合致しているといえる。 

2）プロジェクト対象地の適切性 

カアグアス県は、疾病分布・人口動態・経済活動において、パラグアイの典型的な

県である。このような県でモデル形成を行うことは、妥当性が高いといえる。 

3）日本の援助方針・JICA の開発目標 

本プロジェクトは、日本政府の国際保健政策 2011-2015 や JICA 保健分野協力重点分

野との整合性がある。日本政府は、国際保健外交戦略

2
において、ユニバーサルヘルス

カバレッジ（UHC）の達成をめざした人々中心の保健システム強化を最優先課題とし

ており、一方 JICA は、保健分野の協力方針として、UHC の達成に向けた体制づくり

として、保健行政能力の強化や保健サービスの質の向上をめざす保健システムの強化

を重視している

3
。PHC の強化を図る本プロジェクトは、日本及び JICA の援助方針と

合致しているといえる。 

 

（2）有効性 

高い政治的コミットメントや活動レベルでの進捗が認められてきていることなどから、

プロジェクト終了時までに、USF を核とした保健医療サービス体制が整備されることが見

込まれる。 

1）PDM の成果と目標の論理構造 

プロジェクト目標を達成するためには成果 1 の保健医療サービスにおける PHC 体制

が明確になっている必要があり、成果 2 に関連するプロトコルやマニュアルの存在は

必須である。また、成果 2 の保健医療サービス機関と行政機関の両方の運営管理能力

の向上も求められる。プロジェクト目標で、保健医療サービス体制の整備において USF

を核とすることが条件とされていることから、成果 3 の USF の能力向上は必須であり、

保健医療サービスを提供するにあたり、患者の緊急搬送等は必然的に発生するため、

成果 4 も含まれるべきである。以上により、PDM の論理関係は適切かつ十分と判断で

きる。 

 

                                                        
2 http://www.thelancet.com/journals/lancet/article/PIIS0140-6736(13)61639-6/fulltext?_eventId=login 
3 JICA の保健分野の協力－現在と未来－http://www.jica.go.jp/activities/issues/health/index.html 
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2）プロジェクト目標の達成状況 

PDM の指標が入手不可能、または目標値が設定されていないため、達成度を正確に

確認することはできないが、本プロジェクトの活動は全体的に遅れており、成果がま

だ表れていない。特に成果 2 と成果 4 は終了していない活動が多いため、すべての成

果の発現にはまだ時間がかかる見込みである。しかし、以下のような好要因が確認さ

れており、最終的に成果が発現され、プロジェクト目標が達成されることが見込まれ

る。 

① 中央レベル、地方レベルともに、プロジェクト関係者が、本プロジェクトの目

的をよく理解し、積極的に活動に取り組んでいる。 

② 研修委員会と調査研究委員会が、中央と第 5 衛生行政区（カアグアス県）の両

方のレベルに設置され、実施体制が整えられた。 

 

（3）効率性 

本プロジェクトの中間地点までの効率性は、限定的であったが、今後は大幅な改善が見

込まれる。 

1）プロジェクトの効率性の阻害要因 

プロジェクト開始後、大統領が 2 回交代し、大臣や総局長、第 5 衛生行政局長等が

交代したことは、活動の実施に影響を及ぼした。また、PDM の指標設定がされなかっ

たことは、プロジェクト関係者の目的意識や動機をそぐ要因になり、実施プロセスへ

影響を与えた可能性がある。 

2）プロジェクトの効率性における今後の促進要因 

現在の厚生省 PHC 総局長、企画・評価総局長、保健医療サービスネットワーク総局

長、第 5 衛生行政局長をはじめとする関係者の当事者意識が高いことから、今後は円

滑で効率的に活動が実施される可能性が高い。加えて、プロジェクトの円滑な実施の

ための協力協定を厚生大臣、カアグアス県知事、カアグアス国立大学学長、本プロジ

ェクトの間で 2013 年 10 月に結んでおり、促進要因となり得る。 

3）活動面の効率性 

活動面について、特にベースライン調査の計画や実施に多くの時間をかけており、

他の活動とのバランスが良くなかった。他方で、研修委員会や調査研究委員会をつく

ったことは、パラグアイ側の関係者の高いコミットメントを引き出すことに寄与して

いる。委員会を設置してプロジェクトの実施を展開していく方法は時間とともに、そ

れぞれの役割における業務遂行能力が高まり、効率性が改善することが見込まれる。

また、エルサルバドルへの研修、エルサルバドルからの第三国専門家招へいのように、

限られたリソースを効果的に活用する工夫を行っている。 

4）コスト面の効率性 

プロジェクトは USF 促進のための制度づくりを、人材育成と機材整備の双方から支

援を行ってきた。ただし、在外事業強化費と供与機材費の合計額に対し、供与機材費

は第 1 年次 90.1％、第 2 年次 85.6％、第 3 年次 62.8％で、これまでの平均が 74.2％で

あり、プロジェクト中間時点での項目別支出割合において、供与機材費の比率が高か

った。プロジェクトの前半に機材投入の活動を集中させたと理解できる。 



 

vi 

（4）インパクト 

現時点で本プロジェクトの正のインパクトは発現しつつあり、終了時評価ではさらなる

検証が必要である。 

1）他県へのインパクト 

研修中央委員会によってカアグアス県、アルトパラナ県、グァイラ県、サンペドロ

県に研修地域委員会が設置され、ファシリテーター養成研修が実施された。研修地方

委員会が独自の予算で USF の職員を対象にした研修を実施しており、他県へのインパ

クトが確認されている。 

2）関係者による分野を超えた連携体制 

中間レビュー調査を通じて、厚生省内のみならず、県知事、県庁、大学等、組織を

超えた横の連携が進められたことが確認された。 

3）懸念事項 

USF では分娩介助を行わないことから、自宅分娩の増加が懸念される。 

 

（5）持続性 

中間地点までで本プロジェクトの持続性を判断することは困難である。本プロジェクト

は今後下記の点に留意し、持続性を促進する必要がある。 

1）持続性促進に求められる要因 

住民の啓発活動を強化することが望まれる。また、USF 活動による計画策定及び予

算化に向けた活動を支援する必要がある。 

2）持続性の確保に貢献し得る要因 

① 中央と県に設置された委員会により、研修の教材作成や計画立案、ベースライ

ン調査の実施等の活動が実施されている点や厚生省の PHC総局が USFの職員を

対象とした導入研修を自主財源で実施している点等において、本プロジェクト

の自立発展のためのメカニズムが確立されており持続性の確保に貢献し得る。 

② 本プロジェクトの主要関係者が高いオーナーシップの下、主体的にプロジェク

ト活動を実施しており、持続性が見込まれる。 

③ パラグアイ厚生省は、医師・看護師の地方インターン制度の導入等、地方保健

人材育成及び定着へ取り組んでおり、PHC を担う人材確保の面から、持続性へ

の寄与が見込まれる。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

（1）計画内容に関する要因： 

USF の機能だけでなく、PHC を実施していくうえで必要と思われるすべての関係者の役

割の明確化や PHC 実施の制度整備等が計画されている点は、PHC のモデルを構築するうえ

で必須であると同時に、関係者全体の PHC に関する意識を改善し、知識を向上させるため

に、効果的な内容である。 

 

（2）実施プロセスに関する要因 

研修委員会と調査研究委員会が、中央と第 5 衛生行政区（カアグアス県）の両方のレベ
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ルに設置され、定期的な活動が行われている点、委員会の間の連絡体制も整っており、コ

ミュニケーションが密にとられている点も効果発現を促進している要因と考えられる。さ

らに、エルサルバドルへの研修では、パラグアイと保健状況や経済状況が比較的近い国の

PHC への取り組みの成功事例をみることができ、関係者の動機づけがなされ、PHC の実施

に関する理解が深まり、効果発現に貢献している。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（1）計画内容に関する要因 

プロジェクト開始後に起こった 2 度にわたる政権交代に伴う大幅な人事異動は活動の遅

延を招き、成果の発現を阻害した最大の要因になった。2 度目の政権交代（選挙）は事前に

予測し得た事柄であり、プロジェクトの活動計画において工夫が必要であったと考えられ

る。 

 

（2）実施プロセスに関する要因 

上記と同様に、本プロジェクト開始後の厚生省内の大幅な人事異動が、活動の停滞を招

いた。また、人事異動により、設置された委員会から離脱せざるを得ない人材もおり、委

員会が厚生省から正式な承認を受けた存在ではないため、活動が安定しない。加えて、関

係者間による PHC のモデル像についての議論がこれまで十分でなかったため、USF の機能

の明確化を含めたモデル化のための活動が具体的になっていなかった。さらに、プロジェ

クトの中間地点までにベースライン調査の実施に係る活動に多くの時間をかけたため、そ

れ以外の活動に使える時間が限定された点も問題点として考えられる。 

 

３－５ 結 論 

本プロジェクトはパラグアイの保健政策や日本の援助方針と合致しており、カアグアス県の

特徴を考慮するとパラグアイ国のなかで典型的な県の一つといえることから、モデルを形成す

るには適切な選択であるといえる。そのため、本プロジェクトの妥当性は高い。 

有効性については、PDM の成果とプロジェクト目標との論理関係は適切であるが、活動の遅

れから成果が発現されておらず、現時点で PDM の指標の数値が設定されていない点をかんがみ

てもプロジェクト目標達成の見込みに関する判断は難しい。しかし、いくつかプロジェクト目

標達成のための好要因が確認され、目標達成は可能であると考えられる。 

2 度にわたる政権の交代が主な要因とされる大幅な人事異動による活動の停滞が本プロジェ

クト実施の効率性に制約を与えた。しかし、現政権において関係者による非常に協力的な実施

体制が構築されており、当事者意識が高いこと、現在までの研修において PHC の理解が深まっ

たことにより、今後は活動の効率性が改善される見込みである。 

インパクトについては、正のインパクトの発現が確認できている。周辺 3 県の研修地方委員

会にファシリテーター研修を実施した。その後、それぞれの県において USF を対象とした研修

が計画され、アルトパラナ県では既に研修が実施されており、他県へのインパクトが確認され

た。また、プロジェクトを通し、厚生省内や県レベルにおいて、組織を超えた横の連携が進め

られた。 

持続性については、①本プロジェクトの主要関係者は全員プロジェクト活動に協力的で、当
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事者意識が高い、②調査研究委員会や研修委員会が中央と県の両方のレベルで機能しており実

施体制が整った、といった好要因が認められた。 

本プロジェクトは高い妥当性のなかで実施されているが、現時点での効果や効率性は限定的

である。今後は USF のモデル化に傾注し、USF 及びその周辺環境の果たす役割や機能を明確に

し、機能評価等を行って標準的かつ包括的なモデル構築を行うことが重要である。 

 

３－６ 提 言 

（1）今後の方向性 

1）プロジェクトの進捗をかんがみると、プロジェクト成果への取り組みの優先順位を検

討し、プロジェクト専門家及び担当のカウンターパートの業務分担を明確にし、効率的

かつ効果的にプロジェクト目標を達成する努力が望まれる。 

2）第 5 衛生行政区における USF のモデル化に優先的に努力を図ることを勧奨する。具体

的には、①カアグアス県における USF の機能評価に早急に着手し、②中央政府、カアグ

アス県衛生局、保健医療審議会などの役割や支援体制を明確化し、③カアグアス県にお

ける USF の包括的なパッケージとしてモデルを構築し、④全国展開を可能にするための

戦略を練ることが重要である。 

 

（2）カアグアス県レベル 

1）USF のモデル化にあたっては、USF が果たさなければならない中心的な機能（コアフ

ァンクション）を 10 程度設定し、USF の機能評価を行い、標準モデルを可視化すること

が必要である。 

2）保健人材の定着促進戦略を含んだ県 USF 長期戦略計画の策定が望まれる。 

3）合同評価調査チームとしては、さらに以下の活動の強化、及び追加を提案したい。 

① USF 活動における住民参加促進のための研修及び実施支援を強化する。 

② USF の年間計画策定のための実施支援（担当の医療審議会と共同して計画をつくる

ことが強く望まれる） 

③ 県庁の USF 年間計画の策定を支援強化する。 

④ 各 USF に保健推進員の適切な配置を促進する。 

⑤ USF に対する定期的なスーパービジョンの強化及び USF 相互のネットワークづくり

の強化を促進する。 

 

（3）厚生省レベル 

1）USF が適切な機能を果たすために、厚生省の関連総局、第 5 衛生行政局、医療審議会、

研修実施機関、研究機関及び地域の中核的保健診療施設の役割と支援的機能を明確にし、

上記の USF の機能とともにモデルの包括的パッケージとして提案することが重要であ

る。 

2）カアグアス県の USF モデル化の全国普及のために、USF の活動の取り組みを紹介する

広報ビデオ等の作成、及び第 1 回全国医療審議会大会等のフォーラム開催を支援し、モ

デルの提示等を行うことを積極的に検討する。 

3）厚生省分権化局との対話を促進し、第 5 衛生行政区（カアグアス県）における保健シ
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ステム全体像（予算措置・報告体制・人員配置等）を柔軟に検討することを促す。 

4）プロジェクトで行っている USF 継続研修に関しては、研修モニタリングの実施、研修

インパクトの評価、プロジェクト終了後の研修継続のための予算化を考えておくことが

重要である。 

5）USF モデル構築において第 5 衛生行政区（カアグアス県）におけるプロジェクト実施

体制の強化（人材配置、予算配分）を図るとともに、プロジェクト終了までの出口戦略

を早急に策定することが望まれる。 

 

（4）調整が望まれる項目 

以下の活動に関しては、他の業務との兼ね合い等により、調整が必要と考える。 

1）ベースライン調査に関しては必要最低限の根拠を抽出することに傾注する。 

2）USF のモデル構築活動が、死亡症例検討会の設置よりも優先される。 

3）救急体制の整備に関しては、仕組み、研修、実施ガイドライン等は SEME のリソース

を最大限活用する。 

 

（5）負のインパクト対策 

USF のモデル化にあたっては USF で分娩介助ができないことによる負の影響を回避する

ため、地域のレファラル診療施設との連携や貧困家庭等への経済的配慮等を含んだ長期戦

略を早急に策定することが望まれる。 

 

（6）その他の提言 

1）PDM 改訂：現行の PDM の大幅な修正は必要ないと考えるが、活動内容の見直し及び

適切な指標の設定等に関して修正が必要である。合同評価調査団は、パラグアイ厚生省

及びプロジェクトに PDM の改訂を提案する。今後双方で議論を深め、早急に改訂版を作

成・承認することが望まれる。 

2）他国との共有：他国で進行中のプロジェクトと経験・教訓を共有することが望まれる。 

 

３－７ 教 訓 

（1）パラグアイにおける PHC への政治的コミットメントの高さは、厚生省はもとより、県知

事や第 5 衛生行政局に至るまで、非常に高い。カウンターパートと専門家チームの信頼関

係の醸成は、PHC のような概念的なプロジェクトにおいては、方向性の構築や具体的な戦

略の立案のために非常に有益である。 

 

（2）人材育成と調査研究に関する作業委員会を設置することで、調整メカニズムがつくられ、

事業の継続性を高めるものと考えられる。 

 

（3）USF の現場ではさまざまな創意工夫が行われており（階層別コミュニティマッピング法、

住民対話集会等）、現場のイノベーションを引き出すことに、プロジェクトは成功している。 

 

（4）第三国における研修の有効活用は、地域全体の相互支援のあり方として今後の発展が望
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まれる。 

 

（5）プロジェクト名である ÑANDUTI（クモの巣模様の織物）の名称はパラグアイにとって、

人と人、組織と組織とのネットワークを強くイメージさせるものであり、プロジェクト関

係者において、目標意識の共有に高く貢献している。 

 




